
 

 

地域リハビリテーション関係専門職業務実態調査要領 

 

１ 調査目的 

  本調査は、令和６年度診療報酬・介護報酬のダブル改定を受け、医療保険で提供される急

性期・回復期のリハビリテーションから介護保険で提供される生活期リハビリテーションへ

の切れ目ないサービス提供と、口腔・栄養の一体的取組を推進する多職種協働による地域リ

ハビリテーション提供体制を構築するため、市内の医療・介護・福祉事業所等における関係

専門職の配置状況及び業務の実態を調査し、今後の施策に資することを目的とする。 

２ 調査対象事業所 

  北上市内にある以下の関係機関・事業所とする。 

病院、診療所、歯科診療所、介護老人保健施設、特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 

認知症グループホーム、小規模多機能ホーム、看護小規模多機能ホーム 

訪問看護・訪問リハビリテーション、通所介護（地域密着型・認知症対応型含む） 

通所リハビリテーション、運動器機能向上通所、軽費老人ホーム(ケアハウス) 

サービス付高齢者住宅、有料老人ホーム、養護老人ホーム        合計 189事業所 

※ 障害福祉サービス事業所、児童発達支援事業所及び個人事業主等については、情報収 

集のうえ随時調査対象として追加する。 

 

３ 調査対象の専門職種 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士、看護師、保健師 

柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、健康運動指導士 

４ 調査方法 

  郵送自記式（様式あり） 

５ 調査期間・工程 

  調 査 票 発 送：令和７年10月上旬 

  調 査 票回 収締 切 り：令和７年10月末 

  調査票集計・分析作業：令和７年11月～12月 

  調 査 結 果 報 告：令和８年１月15日（第３回部会で報告・共有） 

６ 調査実施機関 

  調査主体：北上市地域リハビリテーション部会 

調査実施：北上市在宅医療介護連携支援センター（北上済生会病院内） 

北上市福祉部長寿介護課包括支援係 

７ その他 

(1) 当該調査に係る「令和６年度診療報酬・介護報酬ダブル改定」の主な項目概要は別紙１

のポンチ図を参照願います。 

 (2) 今回の一次調査結果については、北上市が設置する北上市在宅医療介護連携推進協議会

の下部組織として、令和７年１月に設置した北上市地域リハビリテーション部会において

共有、分析し、必要に応じて二次調査を実施します。なお、上記部会の設置目的及びメン

バー構成等については、別紙２を参照願います。 

 

別添 


